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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　計時器調整機構（３００）であって、地板（１）上に配置した前記計時器調整機構（３
００）は、ある品質係数Ｑを有する共振器機構（１００）、及びムーブメント（５００）
内に含まれる駆動手段（４００）のトルクを受ける脱進機機構（２００）を備え、前記共
振器機構（１００）は、前記板（１）に対して発振するように構成する慣性要素（２）を
備え、前記慣性要素（２）は、前記板（１）に直接又は間接的に取り付けた弾性戻り手段
（３）の作用を受け、前記慣性要素（２）は、前記脱進機機構（２００）内に含まれるが
んぎ車セット（４）と間接的に協働するように構成する、計時器調整機構（３００）にお
いて、前記共振器機構（１００）は、主軸（ＤＰ）回りに回転する仮想枢動部、及び少な
くとも２つの可撓性条片（５）を含む撓み支承体を有する共振器であり、前記慣性要素（
２）と一体である推進ピン（６）を含むこと、前記脱進機機構（２００）は、第２の軸（
ＤＳ）回りに枢動し前記推進ピン（６）と協働するように構成したレバー・フォーク（８
）を含むレバー（７）を含み、分離脱進機機構であり、動作周期の間、前記共振器機構（
１００）は、前記推進ピン（６）が前記レバー・フォーク（８）からある距離にある少な
くとも１つの自由段階を有すること、少なくとも前記共振器機構（１００）は、中間弾性
懸架条片（９）に取り付け、前記中間弾性懸架条片（９）は、前記板（１）に取り付け、
前記主軸（ＤＰ）方向での前記共振器機構（１００）の変位を可能にするように構成する
こと、並びに前記板（１）は、少なくとも前記主軸（ＤＰ）の方向で少なくとも１つの緩
衝停止部（１１、１２）を含み、前記緩衝停止部（１１、１２）は、前記慣性要素（２）
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の少なくとも１つの剛性要素と協働するように構成することを特徴とする、計時器調整機
構（３００）。
【請求項２】
　一方の、前記主軸（ＤＰ）に対する前記慣性要素（２）の慣性ＩB、及びもう一方の、
前記第２の軸（ＤＳ）に対する前記レバー（７）の慣性ＩAは、比率ＩB／ＩAが２Ｑ．α2

／（０．１．π．β2）を超えるようなものであり、式中、αは、前記レバー・フォーク
（８）の最大角度行程に対応するレバー持ち上がり角度であり、βは、前記推進ピン（６
）が前記レバー・フォーク（８）に接触する間の前記共振器の持ち上がり角度であること
を特徴とする、請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項３】
　全体的な前記共振器の持ち上がり角度（β）は、前記慣性要素（２）が一運動方向のみ
において静止位置から最も遠くに逸れる振幅角度の２倍未満であることを特徴とする、請
求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項４】
　前記慣性要素（２）が静止位置から最も遠くに逸れる振幅角度は、５°から４０°まで
の間に含まれることを特徴とする、請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項５】
　前記がんぎ車セット（４）は、シリコンがんぎ車であることを特徴とする、請求項１に
記載の調整機構（３００）。
【請求項６】
　前記がんぎ車セット（４）は、前記がんぎ車セット（４）の枢動軸に対する慣性を最小
にするため、穴のあいたがんぎ車であることを特徴とする、請求項１に記載の調整機構（
３００）。
【請求項７】
　前記レバー（７）は、前記第２の軸（ＤＳ）に対する慣性（ＩA）を最小にするため、
穴があいていることを特徴とする、請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項８】
　前記レバー（７）は、前記第２の軸（ＤＳ）線に対して対称であることを特徴とする、
請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項９】
　前記慣性要素（２）の最大寸法は、前記板（１）の最大寸法の半分を超えることを特徴
とする、請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項１０】
　前記主軸（ＤＰ）、前記第２の軸（ＤＳ）及び前記がんぎ車セット（４）の枢動軸（Ｄ
Ｅ）は、頂点が前記第２の軸（ＤＳ）上にある直角を中心に置かれるように構成すること
を特徴とする、請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項１１】
　前記撓み支承体は、２つの可撓性条片（５）を含み、前記可撓性条片（５）は、前記主
軸（ＤＰ）を画定する前記仮想枢動部において、前記主軸（ＤＰ）に直交する平面上で突
出する状態で交差し、２つの平行な、異なる段に位置することを特徴とする、請求項１に
記載の調整機構（３００）。
【請求項１２】
　前記主軸（ＤＰ）に直交する平面上に突出する前記２つの可撓性条片（５）は、５９．
５°から６９．５°の間に含まれる角度を間に形成し、前記２つの可撓性条片（５）の長
さの１０．７５％から１４．７５％の間で交差し、前記共振器機構（１００）が、意図的
な等時性誤差を有するようにし、前記意図的な等時性誤差は、前記脱進機機構（２００）
の脱進における損失誤差に対する加法の逆元であることを特徴とする、請求項１１に記載
の調整機構（３００）。
【請求項１３】
　前記２つの可撓性条片（５）は、同一であり、対称に配置することを特徴とする、請求



(3) JP 6931392 B2 2021.9.1

10

20

30

40

50

項１１に記載の調整機構（３００）。
【請求項１４】
　各前記可撓性条片（５）は、前記板（１）又は前記中間弾性懸架条片（９）への位置合
わせ手段及び取り付け手段と一体に、一体組立体（５０）の一部を形成することを特徴と
する、請求項１１に記載の調整機構（３００）。
【請求項１５】
　前記慣性要素（２）は、速度及び不平衡を調節する慣性ブロックを含むことを特徴とす
る、請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項１６】
　前記推進ピン（６）は、前記可撓性条片（５）と一体であることを特徴とする、請求項
１に記載の調整機構（３００）。
【請求項１７】
　前記レバー（７）は、支承表面を含み、前記支承表面は、前記がんぎ車セット（４）に
含まれる歯と当接した状態で協働し、前記レバー（７）の角度行程を制限するように構成
することを特徴とする、請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項１８】
　前記撓み支承体は、前記調整機構（３００）の速度に対する温度の影響を補償するため
、酸化シリコンから作製することを特徴とする、請求項１に記載の調整機構（３００）。
【請求項１９】
　駆動手段（４００）、及び請求項１に記載の調整機構（３００）を含み、前記脱進機機
構（２００）は、前記駆動手段（４００）のトルクを受ける、計時器ムーブメント（５０
０）。
【請求項２０】
　請求項１９に記載のムーブメント（５００）又は請求項１に記載の調整機構（３００）
を含む時計（１０００）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、計時器調整機構に関し、地板上に配置される計時器調整機構は、ある品質係
数Ｑを有する共振器機構、及びムーブメント内に含まれる駆動手段のトルクを受ける脱進
機機構を備え、前記共振器機構は、前記板に対して発振するように構成した慣性要素を備
え、前記慣性要素は、前記板に直接又は間接的に取り付けた弾性戻り手段の作用を受け、
前記慣性要素は、前記脱進機機構内に含まれるがんぎ車セットと協働するように構成され
る。
【０００２】
　本発明は、計時器ムーブメントにも関し、計時器ムーブメントは、駆動手段及びそのよ
うな調整機構を備え、調整機構の脱進機機構は、この駆動手段のトルクを受ける。
【０００３】
　本発明は、そのようなムーブメント及び／又はそのような調整機構を含む時計、より詳
細には機械式時計にも関する。
【０００４】
　本発明は、特に時計のための、計時器調整機構の分野に関する。
【背景技術】
【０００５】
　大部分の機械式時計は、スイス・レバー脱進機と協働するてんぷ／ひげぜんまい型発振
器を含む。てんぷ／ひげぜんまいは、時計の時間基準を形成する。てんぷ／ひげぜんまい
を本明細書では共振器と呼ぶ。脱進機は、２つの主な機能、即ち、共振器の前後運動の維
持、及びこれら前後運動の計数を実施する。脱進機は、強固でなければならず、てんぷが
その平衡点から離れるような妨害があってはならず、衝撃に耐え、（例えばどてピン越え
（ｏｖｅｒｂａｎｋｉｎｇ）の際の）ムーブメントの詰まりを回避しなければならず、し
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たがって、計時器ムーブメントの不可欠な構成要素を形成するものである。
【０００６】
　典型的には、てんぷ／ひげぜんまいは、３００°の振幅で発振し、持ち上がり角度は５
０°である。持ち上がり角度とは、レバー・フォークがてんぷの推進ピンと相互作用する
際にてんぷが進行する角度であり、推進ピンは、てんぷの転動ピンとも呼ばれる。大部分
の現在のスイス・レバー脱進機において、持ち上がり角度は、てんぷの平衡点の両側で分
割され（±２５°）、レバーは±７°傾く。
【０００７】
　スイス・レバー脱進機は、分離脱進機のカテゴリーに属す。というのは、持ち上がり角
度の半分を超えると、共振器はもはやレバーに接触しないためである。この特性は、良好
な等時性を得るために必須である。
【０００８】
　機械式共振器は、慣性要素、案内部材及び弾性戻り要素を含む。従来、てんぷは、慣性
要素を形成し、ひげぜんまいは、弾性戻り要素を形成する。てんぷは、枢動体によって回
転する状態で案内され、枢動体は、平滑なルビー支承体内で回転する。関連する摩擦は、
エネルギーの損失及び速度の乱れを生じさせる。この乱れをなくすことが求められている
。更に、この乱れは、重力場では時計の向きに左右される。損失は、共振器の品質係数Ｑ
によって特徴付けられる。可能な最良のパワー・リザーブを得るため、この品質係数Ｑを
最大にすることも、一般に求められている。案内部材が損失の本質的な要因であることは
、明らかである。
【０００９】
　枢動体及び従来のひげぜんまいを使用する代わりに、回転撓み支承体を使用することは
、品質計数Ｑを最大にする１つの解決策である。可撓性条片共振器は、これらが良好に設
計されているとすれば、特に、枢動摩擦がないため、重力場の向きとは無関係に、有望な
等時性を有し、高い品質計数を有する。更に、撓み支承体を使用すると、枢動体の摩耗に
関する問題が解消される。
【００１０】
　しかし、そのような回転撓み支承体で一般に使用される可撓性条片は、ひげぜんまいよ
りも硬い。このことは、より高い周波数、例えば約２０Ｈｚにおける、より低い振幅、例
えば１０°から２０°での動作をもたらす。このことは、一見して、スイス・レバー型脱
進機に適合しないと思われる。
【００１１】
　回転撓み支承体、特に条片を有する共振器に適合する動作振幅は、典型的には６°から
１５°である。このことは、最小動作振幅の２倍でなければならない特定の持ち上げ角度
値をもたらす。
【００１２】
　特別の注意がない場合、持ち上がり角度がわずかである脱進機は、効率が劣り、多大な
速度損失を生じさせるおそれがある。しかし、高周波数と低振幅とを組み合わせると、速
すぎることがない許容可能なてんぷの運動速度を可能にし、したがって、脱進機の効率が
自動的に劣らない。
【００１３】
　共振器は、計時器ムーブメント内側への収容に適合する許容可能な寸法を有さなければ
ならない。現在までのところ、かなり大型の直径、又はいくつかの段の対の条片を有する
回転撓み支承体を作製することは可能ではない。この回転撓み支承体は、理論的には、連
続する撓み支承体を直列に置くことによって、慣性要素が数十度で発振振幅することを可
能にするものである。したがって、多くとも１又は２つの段の条片を有する撓み支承体を
使用すべきであり、この撓み支承体は、例えば、ＴＨＥ　ＳＷＡＴＣＨ　ＧＲＯＵＰ　Ｒ
ＥＳＥＡＲＣＨ　ＡＮＤ　ＤＥＶＥＬＯＰＭＥＮＴ　Ｌｔｄ名義の欧州特許第３０３５１
２６号から公知である。
【００１４】
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　要約すると、回転撓み支承体を選択する影響は、てんぷの振幅を低減し、持ち上がり角
度の半分よりも著しく大きいてんぷの振幅、即ち２５°よりも大きい振幅を必要とする従
来のスイス・レバー脱進機の使用がもはや可能ではなくなることである。したがって、撓
み支承体を有する共振器を備える調整器は、共振器の同じ慣性要素と共に動作するように
考案した通常のスイス・レバー脱進機の寸法とは異なる寸法の、特別な脱進機機構を必要
とする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】欧州特許第３０３５１２６号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明の全体的な目的は、現在の機械式時計のパワー・リザーブ及び精度を向上させる
ことである。この目的を達成するため、本発明は、回転撓み支承体を有する共振器と、最
適化したレバー脱進機とを組み合わせ、許容可能な動的損失を維持し、解放段階の時刻測
定に対する影響を制限するようにする。
【００１７】
　共振器及び脱進機機構の両方の寸法決定に関する従来技術の教示の不在下、分析モデル
の計算及び一連のシミュレーションは、許容可能な損失及び許容可能な効率に適合する共
振器及び脱進機のパラメータを示した。
【００１８】
　これらの計算及びシミュレーションは、慣性要素、特にてんぷの慣性と、アンクル・レ
バーの慣性との間の比率が決定的であることを実証するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　この目的で、本発明は、請求項１に記載の調整機構に関する。
【００２０】
　回転撓み支承体を有するこれらの共振器は、通常の時計の場合２００である品質計数と
比較して、かなり高い、例えば、約３０００の品質計数を有する。動的損失（推進終了時
のがんぎ車及びアンクル・レバーからの運動エネルギー）は、品質計数とは無関係である
。したがって、これらの損失は、高い品質計数では、相対的にてんぷに伝達されるエネル
ギーと比較して、かなり重要になることがある。
【００２１】
　機構を適切に動作させるため、慣性要素と一体の推進ピンを、「深度」と呼ぶ特定の値
までレバー・フォークの開口に貫入させなければならない。同様に、解放段階の間の安全
を保証するため、推進ピンが解放された後、推進ピンは、解放の直前に接触していた角と
は反対側のフォークの角から、安全距離と呼ぶ特定の距離で保つことができなければなら
ない。
【００２２】
　したがって、本発明は、更に、レバー・フォークの寸法と、深度及び安全距離値と、レ
バー及び慣性要素の持ち上がり角度値との間に特定の関係を課すようにするものであり、
推進ピンが、持ち上がり角度の半分を通過する行程が終了した後、適切にフォークから外
れることを保証する。
【００２３】
　本発明は、計時器ムーブメントにも関し、計時器ムーブメントは、駆動手段及びそのよ
うな調整機構を備え、調整機構の脱進機機構は、この駆動手段のトルクを受ける。
【００２４】
　本発明は、そのようなムーブメント及び／又はそのような調整機構を含む時計、より詳
細には機械式時計にも関する。
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【００２５】
　本発明の他の特徴及び利点は、添付の図面を参照して、以下の詳細な説明を読めば明ら
かになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】２つのグラフであり、２つのグラフは、同じ横軸上に、共振器の慣性要素の慣性
とレバーの慣性との間の比率を含み、縦軸は、特定の例示的機構に関し、一方の、上のグ
ラフの正の部分では、調整器の効率を％で示し、下のグラフの負の部分では、１日当たり
の秒の損失比を示す。これら上下のグラフは、品質計数、レバーの持ち上がり角度及び動
作振幅に関し特定値を有する同じ所与の脱進機形状に対して描かれている。
【図２】本発明による調整機構を支持する板を有する計時器ムーブメントの概略部分斜視
図であり、調整機構は、２つの可撓性条片を有する撓み支承体を有する共振器を備え、２
つの可撓性条片は、２つの平行段上に配置され、突出して交差し、弾性要素により板に固
着され、この共振器は、広大な、文字オメガのような形状の慣性要素を含み、２つの可撓
性条片が支持する慣性要素の中心部分は、対称形レバー（金属心軸による板上でのレバー
の枢動は図示しない）と協働するように構成した推進ピンを支持し、対称形レバーは、従
来のがんぎ車と協働する。
【図３】ムーブメントの板上に配置した、図２の調整機構の平面図である。
【図４】図２の調整機構の平面詳細図である。
【図５】図２の調整機構の部分分解斜視図である。
【図６】どてピン上の停止位置で図示する、共振器の慣性要素の推進ピンと、レバー・フ
ォークとの間の協働領域の平面詳細図である。
【図７】ワツシ牛の角のような形状の、図２の機構のレバーの平面図である。
【図８】図２の機構の撓み支承体の平面図である。
【図９】図２の機構の１つの段の撓み支承体の特定の実施形態の平面図である。
【図１０】図２の調整機構の側面図である。
【図１１】ムーブメントの板上の緩衝停止部を示す、図２の調整機構の斜視詳細図である
。
【図１２】横軸上に、がんぎ車セットに加えたトルクを含み、縦軸上に、測定した振幅度
を含むグラフである。
【図１３】横軸上に、がんぎ車セットに加えたトルクを含み、縦軸上に、１日当たりの秒
の損失を含むグラフである。
【図１４】横軸上に、がんぎ車セットに加えたトルクを含み、縦軸上に、調整器の効率％
を含むグラフである。
【図１５】ムーブメントを備える時計を表すブロック図であり、ムーブメントは、駆動手
段及び本発明による調整機構を有する。
【図１６】推進ピン、図７のレバー・フォーク、及びがんぎ車セットについての、図６に
よって既に表した運動段階の平面図であり、がんぎ車セットは、ここでは従来のがんぎ車
によって形成される。がんぎ車は、共振器と補弧をなす入りづめ上に係止されている。
【図１７】推進ピン、図７のレバー・フォーク、及びがんぎ車セットについての、図６に
よって既に表した運動段階の平面図であり、がんぎ車セットは、ここでは従来のがんぎ車
によって形成される。がんぎ車は、解放されている。
【図１８】推進ピン、図７のレバー・フォーク、及びがんぎ車セットについての、図６に
よって既に表した運動段階の平面図であり、がんぎ車セットは、ここでは従来のがんぎ車
によって形成される。推進を開始している。
【図１９】推進ピン、図７のレバー・フォーク、及びがんぎ車セットについての、図６に
よって既に表した運動段階の平面図であり、がんぎ車セットは、ここでは従来のがんぎ車
によって形成される。がんぎ車は、共振器と補弧をなす出づめ上に係止され、安全な状態
である。
【発明を実施するための形態】
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【００２７】
　本発明は、パワー・リザーブ及び精度を向上させる回転撓み支承体を有する共振器と、
最適化したレバー脱進機とを組み合わせ、許容可能な動的損失を維持し、解放段階の時刻
測定に対する影響を制限するようにする。
【００２８】
　したがって、本発明は、計時器調整機構３００に関し、地板１上に配置した計時器調整
機構３００は、ある品質係数Ｑを有する共振器機構１００、及びムーブメント５００内に
含まれる駆動手段４００のトルクを受ける脱進機機構２００を備える。
【００２９】
　この共振器機構１００は、板１に対して発振するように構成した慣性要素２を含む。こ
の慣性要素２は、板１に直接又は間接的に取り付けた弾性戻り手段３の作用を受ける。慣
性要素２は、がんぎ車セット４、特にがんぎ車と間接的に協働するように構成し、がんぎ
車セット４は、脱進機機構２００内に含まれ、脱進機軸ＤＥ回りに枢動する。
【００３０】
　本発明によれば、共振器機構１００は、共振器であり、この共振器は、主軸ＤＰ回りに
回転する仮想枢動部、及び少なくとも２つの可撓性条片５を含む撓み支承体を有し、慣性
要素２と一体である推進ピン６を含む。脱進機機構２００は、第２の軸ＤＳ回りに枢動す
るレバー７、及び推進ピン６と協働するように構成したレバー・フォーク８を含み、した
がって、分離脱進機機構である。共振器機構１００の動作周期の間、共振器機構１００は
、推進ピン６がレバー・フォーク８からある距離にある少なくとも１つの自由段階を有す
る。推進ピン６がレバー・フォーク８に接触する間の共振器の持ち上がり角度βは、１０
°未満である。
【００３１】
　特定の脱進機形状及び特定の動作振幅、具体的には８°の動作振幅を利用すると、動的
多体シミュレーションにより、慣性要素の慣性とレバーの慣性との間の慣性比の関数とし
て、脱進機機構の効率及び損失を評価することが可能である（即ち、動的多体シミュレー
ションとは、それぞれに特定の質量及び慣性分布を割り当てたいくつかの構成要素のセッ
トに関連するものである）。この脱進機機構の効率及び損失は、通常の運動学的シミュレ
ーションの使用では確立することができない。図１からわかるように、図１のシミュレー
ション条件下では、慣性要素、特にてんぷの慣性が、レバーの慣性の１００００倍を超え
ると、３５％を超える良好な効率閾値、及び１日当たり８秒未満の低損失閾値があること
が観察される。
【００３２】
　したがって、システム分析モデルは、動的損失の制限を望む場合、特定の条件が、レバ
ーの慣性、慣性要素の慣性、共振器の品質計数、並びにレバー及び慣性要素の持ち上がり
角度に関連することを示した。動的損失係数εに関し、一方の、主軸ＤＰに対する全ての
慣性要素２の慣性ＩB、及びもう一方の、第２の軸ＤＳに対するレバー７の慣性ＩAは、比
率ＩB／ＩAが２Ｑ．α2／（０．１．π．β2）を超えるようなものであり、式中、αは、
レバー・フォーク８の最大角度行程に対応するレバーの持ち上がり角度である。
【００３３】
　より詳細には、動的損失を関数ε＝１０％に制限することを望む場合、一方の、主軸Ｄ
Ｐに対する慣性要素２の慣性ＩB、及びもう一方の、第２の軸ＤＳに対するレバー７の慣
性ＩAは、比率ＩB／ＩAが２Ｑ．α2／（０．１．π．β2）を超えるようなものであり、
式中、αは、レバー・フォーク８の最大角度行程に対応するレバーの持ち上がり角度であ
る。
【００３４】
　より詳細には、静止位置の両側から取った全体角度である共振器の持ち上がり角度βは
、慣性要素２がただ１つの運動方向で静止位置から最も遠くに逸れる振幅角度の２倍未満
である。
【００３５】
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　より詳細には、慣性要素２が静止位置から最も遠くに逸れる振幅角度は、５°から４０
°までの間に含まれる。
【００３６】
　より詳細には、各発振の間、接触段階において、推進ピン６は、１００マイクロメート
ルを超える行程深度Ｐでレバー・フォーク８に貫入し、解放段階において、推進ピン６は
、レバー・フォーク８から安全距離Ｓである距離に留まり、安全距離Ｓは、２５マイクロ
メートルを超える。
【００３７】
　したがって、レバー７のフォーク８は、かなり狭い従来のスイス・レバー・フォークと
比較して拡大し、ピン６の自由を少なくすることを可能にする。ピン６は、そのような角
度振幅がわずかな従来のスイス・レバー・フォークの場合、出入りすることができない。
フォークの拡大というこの概念により、共振器の振幅が、従来のひげぜんまいにおけるも
のよりもかなり小さい場合でさえ、レバー脱進機の動作を可能にし、このことは、現在の
ケースのように、振幅が低い、撓み支承体を有する共振器に特に有利である。実際、てん
ぷは、動作周期の間の特定の瞬間で完全に自由であることが重要である。
【００３８】
　推進ピン６及びレバー・フォーク８は、有利には、レバー・フォーク８の幅Ｌが（Ｐ＋
Ｓ）／ｓｉｎ（α／２＋β／２）を超えるように寸法決定し、行程深度Ｐ及び安全距離Ｓ
は、主軸ＤＰに対して径方向で測定する。
【００３９】
　推進ピン６の有用な幅Ｌ１は、図６からわかるように、レバー・フォーク８の幅Ｌより
もわずかに小さく、より詳細には、Ｌの９８％未満であるか又は９８％に等しい。推進ピ
ン６は、有利には、推進ピン６の有用な幅の表面Ｌ１の背後が先細になっており、ピンは
、特に、図面で示唆される三角形断面の柱形状又は同様の形状を有する。
【００４０】
　図を検討すると、ピン６の配置に対する相補的作用がわかり、ピン６は、従来の脱進機
機構におけるものよりも、てんぷ２の回転軸からかなり遠くに位置する。より大きい半径
と、より低い枢動角度との組合せにより、ピン６の等しい曲線行程の維持を可能にし、こ
の等しい曲線行程は、ピンが分配／計数機能を実施できるために必要なものである。した
がって、大きな直径のてんぷの使用は、特に有利である。
【００４１】
　より詳細には、てんぷの軸に対するピン６の偏心率Ｅ２、及びレバー７の軸に対するフ
ォーク８の角の偏心率Ｅ７は、レバー７の軸とてんぷ軸との間の中心距離Ｅの４０％から
６０％の間に含まれる。より詳細には、偏心率Ｅ２は、中心距離Ｅの５５％から６０％の
間に含まれ、偏心率Ｅ７は、中心距離Ｅの４０％から４５％の間に含まれる。より詳細に
は、ピン６とフォーク８との間の干渉領域は、中心距離Ｅの５％から１０％に及ぶ。
【００４２】
　したがって、設計により、本発明は、かなり著しく特徴的である推進ピン／フォークの
新たなレイアウトを規定するものであり、フォークの角は、かなり離れており、ピンは、
通常の持ち上がり角度が５０°である公知の種類のスイス・レバー機構のものよりも広い
。
【００４３】
　したがって、レバー・フォークを通常の割合と比較して実質的に拡大することにより、
持ち上がり角度が非常にわずかである、例えば約１０°のスイス・レバー脱進機を設計す
ることも可能である。
【００４４】
　図６は、非常にわずかな枢動角度でさえ、ピン６が、良好な行程深度Ｐでフォーク８に
入り、十分な安全距離Ｓでフォーク８から出ることが可能であることを示す。
【００４５】
　図１６から図１９は、運動力学を示し、適切な行程深度Ｐ及び安全距離Ｓが、この組合
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せ設計によって得られることを示し、ピン６は、てんぷ軸からかなり遠く離れており、レ
バー７は、特にフォークが拡大した特定の形状を有する。
【００４６】
　共振器の効率を最大にするため、上述した、慣性要素の慣性とレバーの慣性とを１０，
０００を超える比率で関連付ける特定の関係の利点は、明らかである。
【００４７】
　したがって、かなり小型でかなり軽量であるレバー、及び大きな寸法で高い質量のてん
ぷを有することが特に有利である。
【００４８】
　より詳細には、レバー７は、シリコンから作製し、これにより、小型で、かなり正確な
実施形態を可能にし、シリコンの密度は、鉄鋼の密度の３分の１未満である。レバーをシ
リコンから作製することにより、金属レバーと比較してその慣性を低減する。てんぷと比
較してレバーの慣性が低いことは、本ケースの撓み支承体を有する共振器において低振幅
及び高周波数で良好な効率を得るために重要である。
【００４９】
　時計の範囲が許容する場合、てんぷは、有利には、金、白金、タングステン又は同様の
ものを含む重金属又は合金から作製し、同様の組成の慣性ブロックを含むことができる。
その他の場合、てんぷは、従来の様式で銅ベリリウム合金ＣｕＢｅ２又は同様のものから
作製し、平衡が保たれている慣性ブロック及び／又は調節慣性ブロックで安定させ、これ
らのブロックは、洋銀又は別の合金から作製する。
【００５０】
　より詳細には、このレバー７は、単一段のシリコンであり、板１に対して枢動するセラ
ミック若しくはそれ以外のもの等の金属又は同様のものから作製した心軸上に置かれる。
【００５１】
　より詳細には、がんぎ車セット４は、シリコンがんぎ車である。
【００５２】
　より詳細には、がんぎ車セット４は、穴のあいたがんぎ車であり、がんぎ車セット４の
枢動軸ＤＥに対する慣性を最小にする。
【００５３】
　より詳細には、レバー７は、穴があいており、第２の軸ＤＳに対する慣性ＩAを最小に
する。
【００５４】
　好ましくは、レバー７は、第２の軸ＤＳに対して対称形であり、特に並進移動の線形衝
撃の際、あらゆる不平衡及び不要なトルクを回避するようにする。したがって、更なる利
点は、このかなり小型の構成要素の組立てをかなり容易にすることであり、これにより、
組立てを実施するオペレータがあらゆる側からこの構成要素を扱うことができる。
【００５５】
　図７は、推進ピン６と協働するように構成した２つの角８１及び８２、がんぎ車セット
４の歯と協働するように構成したつめ７２及び７３、並びに角状要素８０及びつめ状要素
７０を示し、角状要素８０及びつめ状要素７０の唯一の役割は、完全な平衡を達成するこ
とである。
【００５６】
　より詳細には、慣性要素２の最大寸法は、板１の最大寸法の半分を超える。
【００５７】
　より詳細には、主軸ＤＰ、第２の軸ＤＳ、及びがんぎ車セット４の枢動軸は、頂点が第
２の軸ＤＳ上にある直角を中心に置かれるように構成する。したがって、レバー・シャフ
ト及び２つの腕部を有する従来のＴ字形スイス・レバーと比較すると、図７からわかるよ
うに、シャフトは、除去され、角８１及び８２並びに角８２とほぼ一致する出づめ７２を
支持する２つの腕部７６のうちの一方、入づめ７３を支持するもう一方の腕部７５となる
ことは明らかである。
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【００５８】
　スイス・レバーとの比較は、どてピン越えを防止する手段について継続することができ
、どてピンは、通常、レバーの偏心平面上に位置する保護ピンによって形成される。この
機能は、てんぷの詰まりを防止するのに重要である。特に、てんぷには、安全転動子がな
いため、そのような保護ピンと協働するように構成した転動子の切欠きがない。ここで、
わずかな枢動角度のために、推進ピンは、フォークから遠ざかることがない。したがって
、どてピン越え防止機能は、有利には、円弧形状の推進ピン６の縁部６０と、関係する角
８１、８２の対応する表面８１０、８２０との組合せによって実施される。この角は、保
護ピンの通常の役割を果たし、推進ピンの周辺は、安全転動子の役割を果たす。更に得ら
れる利点は、てんぷが単一段のレバーと協働する場合、てんぷも１つの段上にあることが
でき、てんぷの製造を簡略化し、費用を低減する。
【００５９】
　どてピン越えが、低振幅の共振器と、（ピンの幅が拡大フォークにほぼ等しい）大きな
幅の推進ピンとの組合せによって防止されるからこそ、単一段のレバーの設計が可能であ
り、レバーの製造が大幅に簡略化される。
【００６０】
　より詳細には、撓み支承体は、２つの可撓性条片５を含み、可撓性条片５は、主軸ＤＰ
を画定する仮想枢動部において、主軸ＤＰに直交する平面上に突出する状態で交差し、２
つの平行な、異なる段に位置する。より更に詳細には、主軸ＤＰに直交する平面上に突出
する２つの可撓性条片５は、５９．５°から６９．５°の間に含まれる角度を間に形成し
、２つの可撓性条片５の長さの１０．７５％から１４．７５％の間で交差し、共振器機構
１００が、意図的な等時性誤差を有するようにし、この意図的な等時性誤差は、脱進機機
構２００の脱進における損失誤差に対する加法の逆元である。
【００６１】
　したがって、共振器は、脱進機が生じる損失を補償する非等時性曲線を有する。このこ
とは、分離共振器が、レバー脱進機が生じる誤差の加法の逆元である等時性誤差を伴って
設計されることを意味する。したがって、共振器の設計は、脱進機における損失を補償す
る。
【００６２】
　より詳細には、２つの可撓性条片５は、同一であり、対称に配置される。より更に詳細
には、各可撓性条片５は、２つの中実部品５１、５５、板１への第１の位置合わせ手段５
２Ａ、５２Ｂ、及び取り付け手段５４、又は有利には図１０からわかるように、板１に取
り付けた中間弾性懸架条片９への取り付け手段と一体に、一体組立体５０の一部を形成す
る。一体組立体５０は、撓み支承体及び慣性要素２が主軸ＤＰの方向で変位可能であるよ
うに構成し、そのような一体組立体５０の平面に直交するＺ方向への衝撃に対する良好な
保護を保証し、したがって、撓み支承条片の破断を防止する。この中間弾性懸架条片９は
、有利には、「Ｄｕｒｉｍｐｈｙ」合金又は同様のものから作製される。図示の非限定的
な変形形態では、第１の位置合わせ手段は、第１のＶ字形部分５２Ａ及び第１の平坦部分
５２Ｂであり、第１の取り付け手段は、少なくとも１つの第１の穴５４を含む。第１の押
圧条片５３は、第１の取り付け手段を押圧する。同様に、一体組立体５０は、一体組立体
５０を慣性要素２に取り付けるため、第２の位置合わせ手段を含み、第２の位置合わせ手
段は、第２のＶ字形部分５６Ａ及び第２の平坦部分５６Ｂであり、第２の取り付け手段は
、少なくとも１つの第２の穴５８を含む。第２の押圧条片５７は、第２の取り付け手段を
押圧する。
【００６３】
　交差条片５を有する撓み支承体３は、有利には、２つの同一のシリコン一体組立体５０
から形成され、条片の交差を形成するように対象的に組み付けられ、一体化した位置合わ
せ手段、並びにピン及びねじ等の図示しない補助手段により、互いに対して正確に位置合
わせされる。
【００６４】
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　したがって、より詳細には、少なくとも共振器機構１００は、板１に取り付けた中間弾
性懸架条片９に取り付けられ、共振器機構１００の主軸ＤＰ方向への変位を可能にするよ
うに構成し、板１は、少なくとも主軸ＤＰの方向への少なくとも１つの緩衝停止部１１、
１２を含み、好ましくは、少なくとも２つのそのような緩衝停止部１１、１２を含み、緩
衝停止部１１、１２は、慣性要素２の少なくとも１つの剛性要素と協働するように構成し
、剛性要素は、例えば突縁２１又は２２であり、条片５を備える撓み支承体３に慣性要素
を組み付ける間に追加される。
【００６５】
　弾性懸架条片９又は同様のデバイスは、実質的に支承体の仮想回転軸ＤＰが画定する方
向で共振器１００全体の変位を可能にする。このデバイスの目的は、方向ＤＰへの横方向
の衝撃の際、条片５の破断を回避することである。
【００６６】
　図１１は、緩衝停止部の存在を示し、緩衝停止部は、衝撃の際に３つの方向に慣性要素
２が進行するのを制限するものであるが、重力の影響下、慣性要素が停止部に接触しない
ような十分な距離で置かれる。例えば、突縁２１又は２２は、穴２１１及び面２１２を含
み、穴２１１及び面２１２はそれぞれ、緩衝停止構成において、停止部２１又は２２上で
トラニオン１２１及び相補形表面１２２と協働することができる。
【００６７】
　より詳細には、慣性要素２は、速度及び不平衡を調節する慣性ブロック２０を含む。
【００６８】
　より詳細には、推進ピン６は、図示のように、可撓性条片５、又はより詳細には、一体
組立体５０と一体である。
【００６９】
　より詳細には、レバー７は、支承表面を含み、支承表面は、がんぎ車セット４に含まれ
る歯と当接した状態で協働し、レバー７の角度行程を制限するように構成する。これらの
支承表面は、中実どてピンが制限するように、レバーの角度行程を制限する。レバー７８
の角度行程は、どてピン７００によって従来の様式で制限することもできる。
【００７０】
　より詳細には、撓み支承体３は、調整機構３００の速度に対する温度の影響を補償する
ため、酸化シリコンから作製する。
【００７１】
　本発明は、計時器ムーブメント５００にも関し、計時器ムーブメント５００は、駆動手
段４００及びそのような調整機構３００を備え、調整機構３００の脱進機機構２００は、
この駆動手段４００のトルクを受ける。
【００７２】
　図１２から図１４のグラフは、シミュレーションからの一連の結果を示し、Ｑ＝２００
０であり、ＩB＝２６５５０ｍｇ．ｍｍ2であり、周波数は２０Ｈｚであり、がんぎ車セッ
トは２０の歯を有し、より詳細には、レバーの持ち上がり角度αは１４°であり、共振器
の持ち上がり角度βは１０°である。
【００７３】
　本発明は、そのようなムーブメント５００及び／又はそのような調整機構３００を含む
時計１０００、より詳細には機械式時計にも関する。
【００７４】
　要約すると、本発明は、現在の機械式時計のパワー・リザーブ及び精度を向上させるこ
とを可能にする。所与のムーブメントのサイズに対し、時計の自律性を４倍にし、時計の
調整力を２倍にすることができる。このことは、本発明がムーブメントの性能に８倍の利
得をもたらすことを意味する。
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